
Title 国際水路非航行利用条約発効と今後の課題

Author(s) 鳥谷部, 壌

Citation 環境管理. 2015, 51(1), p. 44-49

Version Type VoR

URL https://hdl.handle.net/11094/58825

rights

Note

Osaka University Knowledge Archive : OUKAOsaka University Knowledge Archive : OUKA

https://ir.library.osaka-u.ac.jp/

Osaka University



044 環境管理│2015年1月号│Vol.51　No.1

新・環境法

シリーズ連載

1．国連水路条約発効までの経緯

　国連水路条約の起草の淵源は、1950年代にインダ
ス川及びナイル川で発生した紛争を契機として、59年に、
国連総会が事務総長に対して「国際河川の利用及び
使用に関する法的諸問題の予備的調査」と題する報告
書の作成を要請した決議1401に遡る。国連総会は、
63年に提出された前記報告書の調査結果に基づき、
70年、「国際水路に関する国際法の規則の漸進的発
達及び法典化」と題する決議2669を採択し、国際法委
員会（ILC）に対して、国際水路の非航行利用の法の調
査に取り掛かるよう指示した。これを受けてILCは、か
かる議題について76年から94年まで審議を行った。そ
の間、ILCの特別報告者として、カーニー（76年）、シュ
ウェーベル（79年～82年）、エヴェンセン（83年～84年）、マカ
フリー（85年～91年）、ローゼンストック（93年～94年）が起草
作業に携わった。ILCは、91年の第1読草案の採択を
経て、94年には第2読草案を採択した。その後、国連
水路条約は、96年から97年にかけて全体作業部会と
して開催された国連総会第6委員会において推敲が行
われ、97年5月21日、国連第51回総会で、賛成103、
棄権27、反対3の投票の結果採択された。なお、採
択後に、ベルギー、ナイジェリア及びフィジーの3か国
が事務局に対して同条約に賛成票を投じる意思を表明
したことから、賛成票は合計106となった＊3。反対票を
投じた中国は、枠組み条約であるにもかかわらず義務
的な紛争解決メカニズムを導入したことなどに異議を唱
えた＊4。また、同じく反対票を投じたトルコは、衡平利
用原則と損害防止原則との関係が不明確であること、

はじめに

　今日、地球上には国境を越えて存在する河川流域が
276存在し、当該流域に接する国は145にものぼる。ま
た、当該流域には世界人口の約4割が依存しており、
当該流域は地球上の淡水の約6割を占める。そのよう
な中、国際水路の航行を除くあらゆる利用（例えば、灌漑、

飲料、発電などのための利用）並びにこれと関連する保護、保
存及び管理措置を包括的に規律する、「国際水路の
非航行利用の法に関する条約〔国際水路非航行利用
条約〕（以下「国連水路条約」という）」＊1が2014年8月17日に
発効した＊2。これは、同年5月19日にベトナムが35か
国目の締約国となったことを受けて、同条約第36条の
発効要件を充たし発効するに至ったものである。本条
約は、採択の時点で、国際水路に関する初の一般的・
普遍的条約として注目に値する。そもそも国際水路とは、
国際河川よりも広い概念であり、国連水路条約第2条

（a）及び（b）によれば、「その物理的関連性により一つ
のまとまりをなし、通常、共通の最終的な流出口に流入
する地表水及び地下水の系をい」うのであって、「その
一部が複数の異なる国家に位置する」ものをいうとされ
る。
　本稿は、国連水路条約の発効を契機として、条約
発効までの経緯、条約の内容、条約の運用上の諸課
題、他の水路条約との関係、及び日本の役割について
順次検討を行うことによって、条約発効にともなう課題を
明らかにすることを目的とする。
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　国際水路非航行利用条約は、国連総会の補助機関である国際法委員会（ILC）での約20
年にわたる起草作業を経て、1997年に採択された国際水路に関する初の一般的・普遍的
条約である。採択から17年の時を経て、ようやく2014年8月17日に発効したのを契機と
して、条約の今後の課題を検討しておく必要があると思われる。
　そこで本稿では、条約発効までの経緯、条約の内容、条約の運用上の諸課題、他の水
路条約との関係、及び日本の役割について、国際水路法の視点から検討を試みることとする。
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な事実調査に付託される（同条3項）。事実調査委員会は、
双方の紛争当事国が1名ずつ指名する委員、及び中
立国の国籍を有する者であって議長を務める委員1名
の合計3名から構成される（同条4項）。議長について紛
争当事国が3か月以内に合意できないときは、いずれか
の紛争当事国は国連事務総長に対して議長の指名を
要請することができる（同条5項）。事実調査委員会は、「調
査結果とその理由並びに紛争の衡平な解決にとって適
切と考える勧告」を記した報告書を多数決により採択し、
紛争当事国はこれを「誠実に考慮」すべきものとされる

（同条8項）。

3．国連水路条約の運用上の諸課題

3.1 衡平利用原則と損害防止原則の関係

　国連水路条約の発効にともなって生じる最大の課題
は、第5条の衡平利用原則と第7条の損害防止原則と
の関係に関する問題である。例えば、上流国がダム開
発を計画した場合に、下流国が従前より灌漑用水とし
て水利用を行ってきたというような場合に問題が生じる＊7。
この問題は、起草作業の段階から激しい議論が交わさ
れてきた＊8。国連水路条約は、第7条2項で「第5条及
び第6条の規定に妥当な考慮を払い」と規定しているこ
とから、衡平利用原則に優先権を付与したと解されてい
る＊9。これに対して、学説上は、①衡平利用原則優先
説、②損害防止原則優先説、③抵触否定説、の3説
に分類できる。上述のように国連水路条約は①を採用
したと解されているが、マカフリー（McCaff rey, S. C.）によれ
ば、衡平利用原則は損害防止原則との抵触を生じず、
むしろ損害防止原則を補完するものと解する（③の立

場）＊10。このような問題状況に鑑みて、本条約の発効に
より、第5条と第7条の関係がどのように運用されていく
か注視する必要がある。

3.2 「計画措置」に関する通告・協議・交渉

　国連水路条約の発効にともない、同条約第Ⅲ部「計
画措置」の事前通告、協議及び交渉の各種手続きが
適切に運用されるか否かが今後の課題となる。一例を
挙げれば、事前通告を規定する同条約第12条及び第
18条の「重大な悪影響」の解釈をめぐって、計画国と被
影響国との間で見解の不一致が生じる可能性がある。
他方、「計画措置」の手続きの実施にあたっては、国
際河川の分野の国際判例であるパルプ工場事件が一
定の示唆を提供し得る。
　第一に、国連水路条約は、第12条で被影響国への
事前通告に際して「環境影響評価（EIA）の結果」を添付

事実調査委員会に強制管轄権を付与したこと、計画措
置に関する手続規則が枠組み条約の範囲を超えて詳
細に過ぎることなどを理由に挙げた＊5。その後、本条約
は、採択から17年の時を経て発効に至った＊6。

2．国連水路条約の内容

　国連水路条約は、全7部、37か条、及び当事国が
紛争を仲裁裁判に付託することに合意したときに使用さ
れる手続きに関して規定した附属書からなる。本条約
の中心は、第Ⅱ部「一般原則」、第Ⅲ部「計画措置」、
及び第Ⅵ部「雑則」中の紛争解決手続きにある。まず、
第Ⅱ部には、国際水路の衡平かつ合理的な利用を規定
した第5条（衡平利用原則）、衡平かつ合理的な利用に関
連する要素を列挙した第6条、重大な害を生じさせな
い義務を規定した第7条（損害防止原則）、水路国間の協
力を要請する第8条、並びにデータ及び情報の定期的
な交換を規定した第9条が含まれる。
　次に、第Ⅲ部の計画措置は、事前通告、協議、交
渉にあてられている。すなわち、「他の水路国に重大な
悪影響を与える計画措置を実施し又はこれを許可する
前に、被影響国に対してかかる措置について時宜を得
た通告を行う」ことを規定した（第12条）。これに対して、
被通告国（被影響国）は、別段の合意があるときを除き、6
か月以内に（被通告国の要請によりさらに6か月延長可能）回答す
べきものとした（第13条）。この間、通告国（計画国）は、被
通告国の許可なしに計画措置を実施してはならず、ま
たその許可をしてはならない（第14条（b））。被通告国は、
計画措置の実施が第5条または第7条の規定と両立し
ないと判断する場合には、その判断理由を示して前記
回答期間内に通告国に回答する（第15条）。第15条にし
たがって通報がなされた場合には、通告国と被通告国
は協議を行い、必要な場合には事態の衡平な解決のた
めに交渉を行わなければならない（協議と交渉の期間中、通告

国は被通告国の要請があるときは、原則として6か月間、計画措置の実

施または実施の許可を差し控えなければならない）（第17条）。なお、
「水路国は、自国に重大な悪影響を与える措置を他の
水路国が計画していると信じるに足る合理的理由を有
する」にもかかわらず、通告がない場合には、当該計
画措置を実施しようとしている水路国に対して通告を要
請することができる（第18条）。
　最後に、第Ⅵ部には詳細な紛争解決手続きが置かれ
る。すなわち、本条約の解釈または適用をめぐって紛
争が生じたときは、紛争当事国間に適用可能な合意が
存在する場合を除き、以下の規定にしたがって平和的
手段による紛争解決が図られる（第33条1項）。すなわち、
いずれかの関係当事国による交渉の要請のときから6か
月以内に紛争を解決することができなかった場合には、
いずれかの紛争当事国の要請により、当該紛争は公平
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シリーズ連載 長年の取り組みが参考になるように思われる。IJCは、
1909年の国境水条約に基づいて設立された国際河川
委員会であり、各国から3名ずつ計6名の専門家で構
成され、いずれか一方の当事国の要請に基づいて、
両国の国境に沿って2国間に生じる諸問題を付託する
手続き（第9条手続き）を用意している。IJCは、関連する
事実の調査を行い結論及び勧告を言い渡す権限を有
する。これまでにかかる手続きに基づいてIJCに付託さ
れた事例は57件にのぼる＊20。その中でも代表的な事例
として、トレイル溶鉱所大気汚染ケース、コロンビア川流
域開発ケース、オンタリオ湖水位調整ケース、ガリソン
分水計画ケース、ポプラー川火力発電所建設計画ケー
ス、フラットヘッド川鉱山開発計画ケースがある＊21。これ
らの事例を通じて、IJCは、事実認定機能及び勧告付
与機能という「調停者」としての働きによって条約の執行
を確保する手段として機能し、紛争の最終的解決を促
進する役割を果たしてきた＊22。したがって、国連水路
条約上の事実調査委員会の活動には、IJCの実践が
貴重な先例となるように思われる。ただし、国際水路を
めぐる紛争は、地域ごとあるいは流域ごとに地政学的・
水文学的条件や気候・気象条件などが大きく異なること
から、これらの先例をダイレクトに適用することは困難で
あるが、紛争処理に際して参考にすべき点は決して少
なくない。

4．他の水路条約との関係

4.1 国連水路条約による交渉促進機能

　国連水路条約が採択されて以降、同条約は多くの
地域的な2国間または多数国間条約の交渉及び成立
に影響を与えてきた。国連水路条約の規定の大部分ま
たは一部を採用した地域的条約として、2000年の南部
アフリカ開発共同体（SADC）改正議定書＊23をはじめとし
て、02年のサバ川流域枠組み協定、同年のインコマチ・
マプト水路暫定協定、03年のビクトリア湖の持続可能な
開発に関する議定書、04年のザンベジ水路委員会設
立協定、07年のボルタ川条約、などがある＊24。こうし
たことから、国連水路条約は、地域的条約成立のため
の流域諸国間の交渉を促進する機能を有すると考えら
れる＊25。かかる機能は、国連水路条約発効にともない、
一層強化されることが予想される。
　国連水路条約の交渉促進機能は、その帰結として、
地域ごとあるいは流域ごとの法的枠組みの強化を推し
進めることになるが、逆に、そのことによって国連水路
条約の締約国数の伸びは鈍くなり、同条約の一般的・
普遍的価値は減じられることになる。上記のSADC改
正議定書を例にとれば、国連水路条約の締約国となっ

することを規定しているが、この点、パルプ工場事件に
おいて国際司法裁判所（ICJ）は、「環境影響評価を実
施する義務は、計画された産業活動がとりわけ共有天
然資源に対して国境を越えて重大な悪影響を及ぼす危
険がある場合に、今や一般国際法として存在している
とみなすことができる」と判示した＊11。ただし、環境影
響評価の内容については、一般国際法上、明確な一
致をみるには至っていない＊12。つまり、EIAを実施する
義務の慣習国際法としての性格は肯定されるが、現在
のところ、その内容までは明らかにされていない。その
意味において、EIA実施義務はいまだ慣習国際法上
生成途上にあるといえる＊13。したがって、国連水路条
約のEIAの内容に関しても解釈の余地を残すことになろ
う。また、パルプ工場事件判決は、事前通告が計画の
初期段階でなされる場合には、完全なEIAである必要
はないが、完全な情報が利用可能となればその時点で
追加情報を提供する必要があると判示した＊14。
　第二に、事前通告の主体に関して、パルプ工場事
件判決は、関係企業や非政府筋による通告では通告
義務を遵守したことにはならないとして、計画国政府に
よる通告のみを適法と解した＊15。
　第三に、国連水路条約第17条3項は、協議及び交
渉期間中、通告国に「計画措置の実施又は実施の許
可を差し控える」ことを要請しているが、かかる「措置」
の範囲について、パルプ工場事件判決が採用したと考
えられる「不可分一体」論が参考になるように思われ
る＊16。裁判所は、交渉義務の違反の有無を判断する
にあたり、パルプ工場に隣接する港湾ターミナルの建設
の認可を、パルプ工場本体の建設の認可と不可分一
体の関係にあると解した＊17。
　第四に、交渉期間終了後の計画国による計画再開
について、パルプ工場事件判決によれば、交渉期間終
了後は計画国は自らの責任において計画作業を実施す
る権利を有することを認めた＊18。

3.3 事実調査委員会の機能

　国連水路条約の発効にともなう運用上の三つ目の課
題は、事実調査委員会の機能である。ヘイ（Hey, E.）に
よれば、事実調査委員会が有効に機能するか否かは、
国際水路法の将来の実質的な発展を左右する問題で
あるとまでいう＊19。いずれか一方の当事国による付託に
基づいて審理を開始する事実調査委員会は、「調査結
果とその理由並びに紛争の衡平な解決にとって適切と
考える勧告」を言い渡す権限を有することから、「義務
的調停」の性格を有すると解すことができる。
　かかる事実調査委員会の活動にあたっては、同様に
「義務的調停」の制度を導入しているアメリカ＝カナダ間
の国際合同委員会（International Joint Commission：IJC）の
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家にも開放された。そこで問題となるのは、ECEヘルシ
ンキ条約と国連水路条約は果たして両立し得るかという
ことである。この点、ECEヘルシンキ条約は、第2条及
び第3条で越境影響の防止、規制及び削減に関する
詳細な規定を有しており、これら諸規定は国連水路条
約第21条（汚染の防止、軽減及び制御）を補足する役割を果
たすものと考えられる。他方で、国連水路条約に規定
される衡平利用原則（第5条及び第6条）や第Ⅲ部の「計画
措置」の諸規定は、ECEヘルシンキ条約を補足する役
割を果たす。また、共同メカニズムまたは委員会の設
置に関する規定について、国連水路条約は第8条2項
及び第24条1項で、共同管理メカニズム設置の可能性
に言及するにとどまるのに対し、ECEヘルシンキ条約は、
第9条で、締約国に対して合同機関の設置をより強力
に求め、かかる任務を詳細に規定した。このことから、
国際河川委員会などの共同機関の設置に関しては、
ECEヘルシンキ条約が国連水路条約を補充する役割を
果たし得る。以上のことから、国連水路条約の発効に
ともない、同様に一般的・普遍的性格を有するECEヘ
ルシンキ条約との競合・抵触も懸念されるところではある
が、そうした懸念が生じる可能性は相対的に低いものと
考えられる。そればかりか、むしろ両者は相互補完的
な関係にあると解するのが妥当であるように思われる＊30。

おわりに

　国連水路条約は枠組み条約として作成されたもので
あり＊31、個別国家間の合意に優越するものではない。
同条約第3条は、水路国間の既存の合意の変更を求
めるものではないことを明記している。しかし同条約の
発効により、今後、同条約が国際水路に関する事実上
の一般法としての役割を果たすことは疑いを容れな
い＊32。これまでにも、同条約の一般法としての性格は
ICJでも確認されてきた。例えば、ガブチコヴォ・ナジマ
ロシュ計画事件によれば、国連水路条約の採択は、国
際法の現代的な展開を示唆するものであって、国際水
路の非航行利用に関する利益共同（community of inter-

est）の原則を強化するものであるとされる＊33。したがって、
国連水路条約の発効にともない、同条約は国際裁判所
によって、今後、重要な引照基準としてこれまで以上に
参照されるようになることは想像に難くない＊34。
　最後に、国際水路条約発効にともなう日本の役割に
ついて若干言及して本稿を終えることとしたい。同条約
の採択に先立つ第6委員会の全体作業部会において、
山田中正大使が議長を務め、日本が条約の推敲作業
の取りまとめに大きな貢献をなしたことは高く評価される
べきである。また、条約の発効に際して、日本が役割
を果たし得る場面として考えられるのは、第三者的な立
場からの紛争の「調整者」としての役割であろう。例え

ているSADC諸国はわずかに南アフリカとナミビアのみ
であり、その他の諸国は同条約の締約国となる緊急性
を感じていないように思われる＊26, 27。SADC改正議定
書は、国連水路条約の多くの諸規定（とりわけ計画措置や衡

平利用原則に関する諸規定）をほぼそのまま採用する一方で、
衡平利用原則と損害防止原則との関係や紛争解決手
続きに関して、国連水路条約とは異にする。すなわち、
前者（衡平利用原則と損害防止原則との関係）に関して、国連
水路条約は、既述のとおり衡平利用原則に優先権を付
与したと解されている。これに対してSADC改正議定
書は、第3条10項（a）で、他の水路国に重大な害を生
じさせた場合には、当該責任国はかかる害を除去また
は軽減するために適切な措置をとらなければならないと
する損害防止原則を規定するのみで、国連水路条約
第7条2項のように衡平利用原則に「妥当な考慮を払」
うべきことに言及していない。このことから、同議定書は、
損害防止原則に優先権を付与したと解する論者もあ
る＊28。次に後者（紛争解決手続き）に関して、SADC改正
議定書は、国連水路条約が規定するような「義務的調
停」の性格を有する事実調査委員会による紛争解決手
段を採らず、第7条で、紛争の平和的な解決及び
SADC審判所への付託という手法を採用した。
　以上のように、SADC改正議定書は、国連水路条
約の多くの規定をそのまま導入しつつも、地域的特性を
考慮した規定を置くことによって、地域版としての枠組
み条約の色彩を色濃くしている。たしかに国連水路条
約は、交渉促進機能を通じて地域的条約の枠組み強
化に貢献しているといえる。しかし他方で、多くの
SADC諸国が国連水路条約の締約国となることによっ
て一般的・普遍的条約の適用を受けるよりもむしろ、地
域的条約（SADC改正議定書）の規律に従うことを選択した
ように、地域的な枠組みの形成と発展は、いわゆる法
の分断化（fragmentation）を生じさせ、その限りにおいて、
一般法としての国連水路条約の価値を減じさせる結果
となる。つまり、国連水路条約による交渉促進機能が
発揮されればされるほど地域的条約が整備され、その
法的基盤は堅牢なものとなり得るが、逆に、諸国は国
連水路条約に加わる特段の必要を感じることなく地域的
条約の中に安住してしまうという矛盾が発生する。こうし
た矛盾は、国連水路条約による交渉促進機能の限界
を示しているといえる。

4.2 ECEヘルシンキ条約との関係

　1992年に国連欧州経済委員会（UNECE）によって作成
された「越境水路及び国際湖水の保護及び利用に関す
る条約（以下「ECEヘルシンキ条約」という）」＊29は、元来、
ECE加盟国に限定した地域的条約であったが、2013
年2月6日に、当該条約は修正を経て、ECE域外の国
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